
議案第2 7号

三朝町職員の勤務時間､休暇等に関する条例の一部改正について

次のとおり三朝町職員の勤務時間､休暇等に関する条例の一部を改正するこ

とについて､地方自治法(昭和22年法律第6 7号)第96条第1項の規定に

より､本議会の議決を求める｡

平成14年3月11日

三朝町長　　　吉　田　秀　光
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三朝常設合議意思薄　事

三朝町条例第　号

三朝町職員の勤務時間､休暇等に関する条例の一部を改正する条例

三朝町職員の勤務時間､休暇等に関する条例(平成7年三朝町条例第14号)

の一部を次のように改正する.

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分(以下｢改正部分｣という｡)に対

応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分(以下｢改正後部分｣という｡)

が存在する場合には､当該改正部分を当該改正後部分に改める｡

改　　正　　後 改　　正　　前

第1条～第8条　略

(育児又は介護を行う職員の深夜勤務

及び時間外勤務の制限)

第8条の2　任命権者は､小学校就学
の始期に達するまでの子のある職員

(職員の配偶者で当該子の琴である

ものが､深夜(午後10時から翌日の

午前5時までの間をいうo以下こQ?

項において同じ｡)において常態とし

て当該子を養育することができるも
のとして別に定める者に該当する場

合における当該職員を除く｡)が､別
に定めるところにより､当該子を養

第1条～第8条　略

(育児又は介護を行う職員の深夜勤務

及び時間外勤務の制限)

第8条の2　任命権者は､小学校就学
の始期に達するまでの子のある職員

(深夜(午後10時から翌日の午前5

時までの間をいう｡以下この項にお
いて同じ｡)において常態として当該

子を養育することができる当該子の
同居の親族として別に定めるものの
ない職員に限る｡)が､別に定めると
ころにより､当該子を養育するため

に請求した場合には､公務の正常な



育するために請求した場合には､公
務の正常な運営を妨げる場合を除
き､深夜における勤務をさせてはな
らない｡

2　任命権者は､小学校就学の始期に

達するまでの子のある職員(進塁旦
配偶者で当該子の親であるものが,

常態として当該子を養育することが
できるものとして別に定める者に該

当する場合における当該職員を除
く｡以下この項において同じ｡)が､

別に定めるところにより､当該子を

養育するために請求した場合には､

当該請求をした職員の業務を処理す
るための措置を講ずることが著しく
困難である場合を除き､ 1月につい

て24時間､ 1年について150時間を

超えて､第8条第2項に規定する勤
務(災害その他避けることのできな
い事由に基づく臨時の勤務を除く｡)

をさせてはならないD

3　前2項の規定は､第15条第1項に

規定する日常生活を営むのに支障が
ある者(以下この項において｢要介

護者｣という｡)を介護する職員につ
いて準用する｡この場合において､

第1項中｢小学校就学の始期に達す
るまでの子のある職員(職員の配偶

者で当該子の親であるものが､深夜
(午後10時から'RLrj些_二出Il:_む旦里

での

同じ｡)において常態として当孫子を

養育することができるものとして別
に定める者に該当する場合における

運営を妨げる場合を除き､深夜にお
ける勤務をさせてはならない｡

2　任命権者は､小学校就学の始期に

達するまでの子のある職員(豊艶と

__して当該子を養育することができる

当該子の同居の親族として別に定め
るもののない職員に限る｡以下この

項において同じ｡)が､別に定めると
ころにより､当該子を養育するため

に請求した場合には､当該請求をし
た職員の業務を処理するための措置

を講ずることが著しく困難である場

合を除き､別に定める日から起算し
て1年を経過する日までの間におい
て360時間(職員が､勤務制限を必

要とする期間が1年に満たないた
め､ 1年に満たない期間(月を単位

とする期間に限るo)について請求し

た場合にあっては､当該請求に係る

期間に応じて別に定める時間)を超
えて､第8粂第2項に規定する勤務

(災害その他避けることのできない

事由に基づく臨時の勤務を除く｡)を
させてはならない｡

3　前2項の規定は､第15条第1項に

規定する日常生活を営むのに支障が
ある者(以下この項において｢要介

護者｣という｡)を介護する職員につ
いて準用する｡この場合において､

前2項中｢子｣とあるのは｢要介護

者十_と､ ｢養育｣とあるのは｢介護｣

と読み替えるものとする｡



める

企護｣と､ ｢深夜における｣とあるの

臥_｢深夜(午後10時から翌日の午前

_5時までの間をいう｡)における｣と､

単項中｢小学校就学の始期に嘩する
までの子のある職員(職員の配偶者
で当該子の親であるものが､常襲と

⊥て当該子を養育することができ旦
_ものとして別に定める者に該当すを

場合における当該職員を除く｡以下
この項において同じ)が､別に定め

るところにより､当該子を養育｣と

あるのは｢要介護者のあ漸
別に定めるところにより､当該畢企
護者を介護｣と読み替えるものとす
る｡

4　略

第9条～第14条　略

(介護休暇)

第15条　略

2　介護休暇の期間は､前項に規定す

る者の各々が同項に規定する介護を

必要とする1の継続する状態ごと
に､連続する旦且の期間内において
必要と認められる期間とする｡
3　略

第16条以下　略

4　略

第9条～第14条　略

(介護休暇)

第15条　略

2　介護休暇の期間は､前項に規定す

る者の各々が同項に規定する介護を

必要とする1の継続する状態ごと
に､連続する旦且の期間内において
必要と認められる期間とする｡

3　略

第16条以下　略

附　則

(施行期日等)

1　この条例は､平成14年4月1日から施行する｡

2　この条例による改正後の三朝町職員の勤務時間､休暇等に関する条例(以

下｢新条例｣というC)第8条の2第2項(同条第3項の規定により読み替え

て準用する場合を含む｡)の規定は､この条例の施行の日(以下｢施行日｣と

いう｡)以後にする請求から適用し､同日前にした請求による時間外勤務の制

限については､なお､従前の例による｡



(経過措置)

3　新条例第15条の規定は､この条例による改正前の三朝町職員の勤務時間､

休暇等に関する条例(以下｢旧条例｣という｡)第16条の規定により介護休

暇の承認を受けた職員で施行日において当該承認に係る介護を必要とする-

の継続する状態についての介護休暇の初日から起算して3月を経過している

もの(当該介護休暇の初日から起算して6月を経過する日までの間にある職

員に限る｡)についても適用する｡この場合において､新条例第15条第2項

中｢連続する6月の期間内｣とあるのは､ ｢平成14年4月1日から､当該状

態についての介護休暇の初日から起算して6月を経過する日までの間｣とす

る｡

4　旧条例第16条の規定により介護休暇の承藩を受け､施行日において当該承

認に係る介護を必要とする-の継続する状態についての介護休暇の初日から

起算して3月を経過していない職員の介護休暇の期間については､節条例第

15条第2項中｢連続する6月の期間内｣とあるのは､ ｢当該状態についての介

護休暇の初日から起算して6月を経過する日までの間｣とする｡


